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Ⅰ 論文の構成と内容要約 

（１）論文の構成 

  本論文は全７章から構成されており，その内容は，以下の目次に示すようである。 

第１章 序 

 1.1 研究の背景 

 1.2  問題の所在 

 1.3  論文の目的 

 1.4  研究計画 

 1.5  各章の構成 

 本章の要約 

第 2章 先行研究のレビュー 

 2.1  観光産業における国際貿易理論に関する研究 

 2.2  国際観光フローに関する地理学的視点からの研究 

2.3 国際観光フローに関する経済学的視点からの研究 

 2.4  財の国際貿易に関する研究 

 2.5  サービスの産業内貿易に関する研究 

 2.6  水平的・垂直的産業内貿易に関する研究 

 本章の要約 

第 3章 研究の方法 

 3.1  財の産業内貿易の測定方法 

 3.2  財の水平的・垂直的産業内貿易の測定方法 

 3.3  観光財・サービスに対する産業内貿易の測定方法 

 本章の要約 

第 4章 経験的分析 

 4.1  データ・ソース 

 4.2  仮説 1の測定 

 4.3  仮説２の測定 

 本章の要約 

第 5章 経験的結果 

 5.1  仮説 1の経験的結果 

 5.2  仮説２の経験的結果 

 5.3  国際観光フローと観光の単位価値 

  本章の要約 

第 6章 討 議 

  6.1  仮説 1に関する経験的帰結についての討議 
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 6.3  仮説 2に関する経験的帰結についての討議 

6.3  国際観光フローと観光の単位価値 

本章の要約 

    第 7章 結 論 

 

参考文献 

付  論 

 

 （２）論文の内容要旨 

（論文の目的とその概要） 

  これまでの国際貿易に関する研究は財（モノ）の輸出入に関する研究が主であったが，

観光，特に国際観光の輸出入において対象となるサービスについてはほとんど取り上げ

られ研究されてこなかったとの認識に基づき，先行研究の批判的展望を手掛かりに，新

しい貿易理論に依拠しながら，仮説を設け，国際観光におけるサービスの貿易において，

産業内貿易が行われているのではないかということを米国とその貿易相手国 32か国につ

いて，アメリカ合衆国の統計を用いて実証することが本論文の主たる目的である．それ

に加えて，観光産業における差別化されたサービス貿易においては水平的に差別化され

たサービスが貿易されているのか，それとも水直的に差別化されたサービスの貿易が行

われているのかということもまた経験的に明らかにしようとした論文である． 

  本論文の目的は，具体的には，以下の 3点である． 

  第一に，よく似た経済（所得）水準をもつ国々は異なる経済水準をもつ国々の間でよ

りもより高い観光フローが達成されていることを分析すること， 

  第二に，高所得水準の国々からの国際観光者は低所得水準の国々からの観光者と比較

して観光サービスに高い価格を支払っているかどうか，そして 

  第三に，異なる経済水準をもつ国々の間での観光フローの性質を見出すこと， 

の 3点が目的である． 

  本研究から得られた結論は，以下で詳細に述べるので，最初に，本論文の各章の要旨

を述べることにする． 

 

（各章の概要） 

  第 1章では，上に述べた具体的な本研究の目的を達成するために，2つの国際貿易理論

に基づき，同一の経済水準（所得水準）を持つ国々と異なる経済水準を持つ国々との間

に観光フローの相違は存在するかという問題を分析するために，以下の 2 つの仮説が設

定される． 

  仮説 1：同一の所得水準をもつ国々の間では，異なる所得水準をもつ国々よりもマネタ 

リー・タームでより高い観光フローを持つかどうか． 
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  仮説 2：観光フローは同一の所得水準をもつ国々の間では水平的に差別化された観光 

フローが主流かどうか． 

これら 2 つの仮説を，統計データを用いて、経験的に証明することを通じて，上に述

べた本論文の目的が達成されることが本章では述べられている． 

  第 2 章では，主として本研究に関わる先行研究に関する批判的レビューが行われてい

る．特に，本研究では，国際貿易理論に基づき，財のみならずサービスに関しても貿易

が行われていること，とりわけ国際観光サービスに関する貿易，特にマネタリー・ター

ムでは貿易が相当程度大きな額になってきていることを考慮すると，国際観光サービス

に関する国家間の貿易を経験的に明確にすることは重要な課題である．これを踏まえて，

本章では，特に，最近の新しい国際貿易理論が主張する，伝統的な貿易理論の基礎とな

っている比較優位に基づかない貿易理論，すなわち所得水準の類似性に基づく嗜好の類

似性から生ずる重複需要そして製品差別化の存在が貿易を行なわせる理由であるとの 2

つの理論的基礎に関連する文献に対する批判的検討が行われ，国際観光に科学的知見を

役立て，発展させるために必要な理論的な理解と理論相互の関係を明確しておくことが

重要であることが論理的に明確にされている． 

  第 3 章では，産業内貿易の測定（尺度）方法と産業内貿易フローを見極めるための手

法とが論じられている．産業内貿易を測定するための手法としてはいくつかの手法が存

在するが，それらの手法の検討結果として，本論文では，産業内貿易を測定するための

手法としては Grubel and Lloyd指数，そして産業内貿易パターンを見極めるための手法

として，Greenawayと Hine and Milner指数が他の手法より望ましい手法であると結論

されている．また後者の指数はある産業への特化のパターンを説明することが可能であ

るとの検討結果から，それらの指数を適用し，実証が行われることが述べられている． 

  さらに本章では，観光フローの集計の不正確さを取り除くために，そして観光におけ

る産業内貿易フローの分析を発展させるためにその枠組みが示されている．この点は，

今後の研究者の参考になるのではないかと考えられる． 

  本章ではさらにもう 1 点重要なことが検討されている．すなわち，観光サービスにお

ける産業内貿易をより一層詳細に分析するためには，観光サービスの差別化に関する問

題をクリアーしなければならないとの認識から，観光サービスにおける水平的差別化と

垂直的差別化を議論するための手法に関して検討されていることである．水平的差別化

とは財は差別化されているが、ある人はある企業で生産された財を購入するが，他の人々

は他の企業で生産された財を同一の価格で購入するといったような場合を指し，具体的

には，財の属性の違いよりもむしろ色彩や形といった差別化を指している．他方，垂直

的差別化とは，よく似た財であるがその属性の含有量が異なるといったケースを指し，

具体的には自動車としては同一産業内で生産されるが，トヨタの自動車かそれともＢＭ

Ｗかそれともベンツかといったことを指している．これは，例えば，観光サービスの一

つであるホテルと旅館を取り上げると，どちらも宿泊施設であり宿泊サービスを提供す
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るという点では同一産業であるが，それらが提供するサービスの内容，すなわち属性が

異なっているということ，そしてそれをどう実証するかという観点からは重要な概念で

ある． 

  第 4 章では，本研究および本研究の仮説を検討するために用いられる統計データにつ

いて詳細な検討が行われている．利用可能な統計データの検討から，本研究では，アメ

リカ合衆国とその貿易相手国である 32か国についての統計の整備状況そして信頼性の面

からの検討結果から，それらの国々が取り上げられるが，アメリカ合衆国を取り上げる

理由として，国連世界観光機関(UNWTO)の指摘に基づき，アメリカ合衆国は観光収入（日

本では旅行収入）が世界第 1 位であること，そして観光者数は世界第 2 位であり，した

がって，観光における産業内貿易の事例研究としてアメリカ合衆国を取り上げることは

妥当であるとの主張が展開されている．そして，取り上げられた 32か国は詳細かつ比較

可能なデータをも有し，そのために輸出入単位価値を計算することが可能であることが

論理的に明確にされている． 

  特に本章では，上に述べた観光サービスの水平的差別化と垂直的差別化のいずれのサ

ービスが貿易の対象となっているかがある仮説に基づき実証されている．観光サービス

の貿易を行う当事者間の所得水準については，World Bankによる諸国の経済的類型化に

したがい，アメリカ合衆国の貿易パートナーを 3つのグループ，すなわち，高所得諸国，

中所得諸国，そして低所得諸国に 3つに分類している． 

  第 5 章においては，本論文の仮説が観光貿易統計に基づきテストされている．特に、

アメリカ合衆国とその貿易相手国の所得水準別３分類との間で本論文の仮説がテストさ

れている． 

  第 1 の仮説のテストの結果，アメリカ合衆国と 3 分類した貿易相手国との間で，高い

観光フローを示す強力な経験的証拠が見出された．特に，観光フローは低所得水準をも

つ国々において最も高く，次いで高所得水準の国々，最後に中位所得水準をもつ国々の

順番であったことが統計分析の結果から示されている． 

  また本論文の第 2 の目的である高所得諸国からの観光者は低所得諸国からの観光者よ

りもより高い価格を支払うという仮説については，統計的分析の結果は仮説とは反対の

結果，すなわち，高所得諸国の観光者よりも低所得諸国の観光者の方が高い（価格の）

観光サービスに支出をしているとの結論が導き出されている．この点は，通説とは異な

り，興味ある実証結果であるといっても過言ではない． 

  第 2 の仮説の実証結果から，本論文では国際観光フローに関する需要サイドと供給サ

イドの間の理論的ギャップを埋めることが可能になると主張されている．というのは，

アメリカ合衆国とその貿易パートナー諸国の間での観光貿易フローは，国の経済水準に

関わらず，垂直的に差別化された観光サービスから構成されているとの統計的証拠が得

られたからである． 

  第 6 章では，本章までの理論の検討と実証結果を踏まえて，いくつかのトピックが取
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り上げられ、議論されている．最初に取り上げられたトピックは，異なる経済水準を有

する国々と国際観光の地域的文脈のインプリケーションとの間での貿易の考えられる因

果関係である．本論文が説明したことは，観光フローの違いがどう観光需要に用いるこ

とが可能かどうか，そしてまたこの情報が観光者受け入れ国の観光産業とそのマーケテ

ィング努力にどう影響を及ぼしているかについてである． 

  本論文の統計的事実発見から，アメリカ合衆国と所得水準別による 3 つの経済的グル

ープ間での貿易フローの 2001 年から 2011 年までの統計による時系列分析により，それ

らの国々の間で産業内貿易が実現されていること，換言すれば，アメリカ合衆国と 3 つ

の経済グループの間では観光サービスの双方向貿易が実現されていることが示されてい

る．それらの国々の間での高い産業内貿易指数，特に，中所得国と低所得国についての

指数は産業内貿易が進展していること示唆しているが，その背後にある要因はそれらの

国々の間での成長する一人当たり GNI の存在であると主張されている．しかしながら，

一人当たり所得水準の類似性が産業内貿易を行わせるという Linderの主張は，本研究結

果からは実証できなかったことが述べられている． 

  さらに，本研究では，製品差別化については取り上げたすべての国々において水平的

差別化ではなく垂直的に差別化された観光サービスの輸出入が支配的であることが示さ

れた．その結果，観光産業においては，サービスのバラエティよりもサービスの質が重

要であると主張されている．この点は，ある意味では今後の観光産業における観光サー

ビスの提供戦略として重要な示唆を提供するといっても過言ではない． 

  さらに、本研究では低所得国が高所得国と比較して高い単位価値を持っていることが

示されているが，その考えられる理由としては，本章では中所得国や低所得国における

人々の間での賃金や給与の格差が指摘されている． 

  最後に，本章では，6章までの実証とその分析を踏まえて，観光関連事業においてはサ

ービスの質の向上が観光地にプラスのイメージと信頼性を提供するために重要であるこ

とが指摘されている． 

  第 7 章は本論文の最終章であり，本論文の結論が述べられている．本章では，世界の

国々における経済の成長に伴う急速な観光成長の存在を所与として，観光における国際

貿易の問題は，無視することができない規模になりつつあることが指摘されている．本

論文では，観光サービスの国際的取引（国際貿易）に関する既存の知識の不足部分を新

たに付加することが可能な重要なポイントを指摘した．しかしながら，観光サービスに

関する国際的取引（貿易）統計の不備が依然として存在するために，詳細かつ厳密な分

析を行うことはかなり困難な状況にあることもまた事実である．にもかかわらず，本論

文では，国際観光フローの理解，特に国際観光サービスの産業内貿易に関する我々の知

見と理解がさらに発展させられている． 

  異なった経済水準をもつ国々の国際観光フローの観察と測定を通じて，本研究では，

以下の 3点が実証されている． 
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  第 1に，貨幣的タームでの観光フローは国々の経済水準に関わらず同一であること， 

  第 2に，観光産業の財・サービスに対する需要は基本的には垂直的に差別化された財・

サービスに対する需要であること，そして 

  第 3に，発展途上諸国の観光者は高い観光財・サービス価格を支払っていること， 

の 3点である． 

  本研究の観光の経済的側面，特に観光サービスの国際貿易への貢献は，種々の経済水

準を持つ国々の間の国際観光フローに関して新しい国際貿易理論を適用し，国際観光に

光を当てた点に求められる．さらに，本研究の経験的証拠に関する発見は，我々に発展

途上国の一人当たり GNIの成長の国際観光フローの成長に及ぼす影響を考慮することを

可能にさせている． 

 

Ⅱ 審査の結果の要旨 

（１） 論文の特徴・成果 

  本論文の特徴は，国際観光がしばしば「見えざる貿易」と呼ばれているとの認識に基

づき，国際観光を新しい貿易理論の研究成果を踏まえて，アメリカ合衆国とその 32の貿

易相手国の間の観光における産業内貿易の存在と貿易される差別化された観光サービス

の内容を実証的に明らかにした点に求められる． 

ごく最近までは，国際観光の分析は，伝統的な貿易理論に依拠しながら，換言すれば

比較優位に基づき，国際観光を説明するということが研究の主流であった．しかしなが

ら，新しい貿易理論は，貿易が行われる理由は必ずしも比較優位に基づいてはいないと

の画期的な理論を展開した．すなわち，国際間の貿易は比較優位にある財の生産に各国

が特化し，特化した財を生産し，それを各国が輸出し相手国が生産した別の財を輸入す

るという考え方である． 

しかしながら，新しい貿易理論では，貿易が行われる理由は，一人当たり所得水準の

類似性による諸国間の消費者の嗜好の類似性に基づく重複需要の存在，そして製品差別

化の存在にあると主張されるが，その帰結として，貿易は産業間貿易ではなく産業内貿

易（同一産業内で生産された財の輸出入）が実現する．また新しい貿易理論では主とし

て財が貿易の対象として想定されていたが，本研究の国際観光研究への貢献は，新しい

貿易理論の考え方が観光で取引されるサービスについても同様に当てはまるかどうかを，

国際観光サービスの貿易について実証しようとした点に求められるといっても過言では

ない． 

特に，本研究の特徴は，このような新しい国際貿易理論の研究成果に依拠しながら，

アメリカ合衆国とその 32の貿易相手国の間での産業内貿易の実現と貿易される観光サー

ビスは垂直的に差別化されたサービスである，との新たな知見を国際観光研究に付加し

たことである． 
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（２） 論文の評価 

  本研究の価値は，これまでの通説を完全に覆すというところまでは及んではいないが，

少なくとも，国際観光は観光サービスの諸国間の観光者による貿易であるとの認識に基

づき，新たな貿易論の成果を再検討しながら，伝統的な貿易理論に基づく国際観光にお

いても比較優位が支配しているとの見解は必ずしも全面的には容認できないことをアメ

リカ合衆国とその 32の貿易相手国の間での観光サービスの貿易に関して実証的に明らか

にし，国際観光の研究に新たな知見を付加したことに求められる． 

  しかしながら，本研究にもまた今後さらに研究すべきことあるいは再検討すべき点が

残されている．すなわち，伝統的な貿易理論にせよ新しい貿易理論にせよ，そこで対象

とされているのは財（モノ）の輸出入であり，明示的にサービスについて述べられては

いないということ，換言すれば，財（モノ）に関する考え方がそのまま国際観光におい

て取引（貿易）されるサービスについてそのまま妥当するか否か，という点につてはさ

らに分析する余地が存在するということである．にもかかわらず，この点の検討および

研究については，論文申請者自身もまた検討課題に挙げており，申請者に残された今後

の課題であるといってもよいものであり，決して本研究の価値を損なうものではない． 

 


